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厚 生 労 働 省 医 政 局 総 務 課 

厚生労働省医政局医療経営支援課 

 

 

一般社団法人が開設する医療機関の非営利性の確認のポイント及び医療機関を

開設する一般社団法人が届け出なければならない計算書類等の様式等について 

（周知依頼） 

 

厚生労働行政の円滑な推進につきましては、日頃から格別の御理解と御協力

を賜り、厚く御礼申し上げます。 

今般、医療法施行令及び地方自治法施行令の一部を改正する政令（令和８年政

令第 25号）及び医療法施行規則等の一部を改正する省令（令和８年厚生労働省

令第 46号）が施行されたことに伴い、別添「一般社団法人が開設する医療機関

の非営利性の確認のポイント及び医療機関を開設する一般社団法人が届け出な

ければならない計算書類等の様式等（通知）」を各都道府県知事・保健所設置市

長・特別区長宛てに通知いたしました。 

貴団体におかれましても御了知いただくとともに、関係団体等への周知方よ

ろしくお願いいたします。 

  



（別記） 

一般社団法人 日本病院会 

公益社団法人 全日本病院協会 

一般社団法人 日本医療法人協会 

公益社団法人 日本精神科病院協会 

公益社団法人 全国自治体病院協議会 

一般社団法人 国立大学病院長会議 

一般社団法人 日本私立医科大学協会 

一般社団法人 全国公私病院連盟 

一般社団法人 日本慢性期医療協会 

社会福祉法人 恩賜財団済生会 

公益社団法人 日本歯科医師会 

公益社団法人 日本薬剤師会 

公益社団法人 日本看護協会 

公益社団法人 日本助産師会 

一般社団法人 日本病院薬剤師会 

一般社団法人 日本精神科看護協会 

公益財団法人 日本訪問看護財団 

日本赤十字社 

国家公務員共済組合連合会 

全国厚生農業協同組合連合会 

社会福祉法人 北海道社会事業協会 

独立行政法人 国立病院機構 

独立行政法人 労働者健康安全機構 

独立行政法人 地域医療機能推進機構 

国立研究開発法人 国立がん研究センター 

国立研究開発法人 国立循環器病研究センター 

国立研究開発法人 国立精神・神経医療研究センター 

国立健康危機管理研究機構 

国立研究開発法人 国立成育医療研究センター 

国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター 

防衛省人事教育局衛生官 

文部科学省高等教育局医学教育課 

 



 

 

医政総発０７３１第２号 

医政支発０７３１第３号 

令和８年 ７月３１日 

 

都道府県知事  

保健所設置市長 殿 

特 別 区 長 

 

厚生労働省医政局総務課 長  

厚生労働省医政局医療経営支援課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

一般社団法人が開設する医療機関の非営利性の確認のポイント及び医療機関を

開設する一般社団法人が届け出なければならない計算書類等の様式等（通知） 

 

 医療法（昭和 23 年法律第 205号）に基づき、病院又は診療所の開設・経営等

については非営利性が求められていますが、登記のみで簡易に設立することが

できる一般社団法人が開設する病院又は診療所については、事業・経営実態を定

期的に監視する仕組みがないこと等を背景として、非営利性等の確保の観点か

ら課題が指摘されていました。 

こうした状況及び令和６年 12 月 25 日に社会保障審議会医療部会が取りまと

めた「2040年頃に向けた医療提供体制の総合的な改革に関する意見」を踏まえ、

医療法施行令及び地方自治法施行令の一部を改正する政令（令和８年政令第 25

号。以下「改正政令」という。）及び医療法施行規則等の一部を改正する省令（令

和８年厚生労働省令第 46号。以下「改正省令」という。）により当該法人（公益

社団法人を除く。）に対して、事業報告書等の書類を届け出させる手続を新設し、

令和８年４月１日から施行されたところです（実際の届出は令和９年４月１日

以降開始）。 

 その際、「医療法施行令及び地方自治法施行令の一部を改正する政令等の施行

について（通知）」（令和８年３月 27 日付け医政総発 0327 第３号厚生労働省医

政局総務課長通知）において、「病院又は診療所を開設する一般社団法人が届け

出なければならない計算書類等の様式等及び届出書類やその他の書類等を用い

て都道府県知事等が確認すべき事項や立入検査を行う際の留意点」を追って通

知することとしており、今般下記のとおりお示ししますので、十分御了知の上、

管内の関係機関等に対し、その周知を図るとともに、その運用に遺漏なきようお

願いいたします。 
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記 

 

第一 一般社団法人が開設する医療機関の非営利性の確認のポイント（以下「確

認のポイント」という。）について 

 １ 確認のポイントの位置づけ 

本確認のポイントは、医療法令上の非営利性を制度上徹底されている医療法

人に関する規定や既存の「医療機関の開設者の確認及び非営利性の確認につい

て」（平成５年２月 23日付け総第５号・指第９号厚生省健康政策局総務課長・

指導課長連名通知。以下「平成５年通知」という。）及び「医療法人以外の法

人による医療機関の開設者の非営利性の確認について」（平成 19 年３月 30 日

付け医政総発 0330002 号厚生労働省医政局総務課長通知）の内容を踏まえ、一

般社団法人に関する非営利性の確認事項を整理するとともに、改正政令及び改

正省令により、医療機関を開設する一般社団法人に届出義務を課した計算書類

等を用いて、どのように非営利性を確認するかを整理したもの。 

 

２ 確認書類及び確認方法について 

 一般社団法人に関して確認すべき非営利性の観点と、都道府県知事（診療

所にあっては、その開設地が保健所設置市・特別区の区域にある場合におい

ては、当該保健所設置市・区長。以下「都道府県知事等」という。）が当該観

点から確認すべき書類及び方法の例は下表のとおりである。平成５年通知及

び平成 19年通知の趣旨を踏まえ、十分留意の上、各都道府県知事等の審査・

指導の体制や地域の一般社団法人が開設する医療機関の数等に応じて適切に

実施いただきたい。 

 

非営利性の観点 確認書類 確認方法（例） 

（１）法人の活動目的が

営利を目的としていない

こと 

 

・医療機関の経営を主た

る事業とする場合は、

法人の目的が、地域に

おける医療の重要な担

い手としての役割を積

極的に果たす内容であ

開設許可申

請時の届出 

（開設の目

的） 

 

下記のいずれも満たしているかを

確認し、満たしていない場合は変更

を求める。 

・「地域医療の確保」、「公衆衛生の

向上」又はこれに類することを目

的としていることが記載されて

いること。 

・物品の販売、賃貸、事業の企画、

請負、代行等営利を追求する内容

が記載されていないこと。 



 

 

ること。 

・また、医療機関の経営

については営利を目的

とするような内容が含

まれていないこと。 

・一般社団法人が開設し

た医療機関等の管理者

が理事に加えられてい

ること。 

定款 下記のいずれも満たしているかを

確認し、満たしていない場合は変更

を求める。 

・医療機関の開設・経営について、

「地域医療の確保」、「公衆衛生の

向上」又はこれに類することを目

的としていることが記載されて

いること。 

・医療機関の開設・経営について、

物品の販売、賃貸、事業の企画、

請負、代行等営利を追求する内容

が記載されていないこと。 

事業報告書 

 

・「医業に係る業務」及び「医業に

関する業務」以外で、投機的な取

引、高利の融資又は公の秩序若し

くは善良の風俗を害するおそれ

のある事業等、法人の社会的信用

を維持する上でふさわしくない

事業を行っていないかを確認す

る。 

・「役員」の備考欄に、当該法人が

開設する医療機関等の管理者が

記載されているかを確認し、記載

がない場合は変更を求める。 

（２）医療機関の運営上

生じる利益の移転を禁止

していること 

 

・剰余金の配当をしてい

ないこと。 

・剰余金に類するものも

同様に配当していない

こと。 

①土地、建物又は設備

の賃貸契約が適正に

なされ、借料の額、

定款 ・剰余金の配当をしないことが定

められているかを確認し、定めら

れていない場合は変更を求める。 

・定められていない場合であって、

即時の変更が困難な場合等は、必

要に応じてその理由を確認し、剰

余金を配当していないことを証

する書類（税務報告書等）の提出

を求める。 

事業報告書 「その他」の項目にて工事、医療機

器の購入又はリース契約の有無を

確認し、記載があれば、契約内容に



 

 

契約期間等の契約内

容が適切であるこ

と。 

②借料が医療機関の収

入の一定割合とする

ものでないこと。 

ついて下記を満たしているか確認

する。 

・借料の額、契約期間等の契約内容

（建物が未完成等の理由で契約

未締結の場合は、契約予定の内

容）が適正であること。 

・借料が医療機関の収入の一定割

合とするものでないこと。 

貸借対照表 ・現預金が財政規模に比して過小

ではないこと。 

・債権又は債務が財政規模に比し

て過大でないこと。 

損益計算書 事業規模に比して事業費用が過大

でないことを確認する。 

附属明細書 【有形固定資産明細表】 

医療経営とは無関係な著しく高額

な資産の取得があるかどうかを確

認する。 

【事業費用明細表】 

下記について確認する。 

・事業費用のうち給料が財政規模

に比して過大でないこと。 

・その他の各費用についても不適

切に高額な費目がないこと。 

財産目録 土地及び建物について法人所有で

あるか、賃借であるかを確認し、賃

借である場合には契約内容が適正

であるかを確認する。 

取引状況報

告書 

世間相場と比して取引金額が過大

でないことを確認する。 

監査報告書 各決算書類の内容を医療機関の非

営利性の観点で監査できているこ

とを確認する。 

（３）法人が解散した際

の残余財産の帰属先を制

限していること 

定款 法人が解散した際の残余財産の帰

属先が国、地方公共団体、医療法人

若しくは医療法施行規則第 31 条の



 

 

 

解散時の残余財産の帰

属先は、国、地方公共団

体、医療法人若しくは医

療法施行規則第 31 条の

２各号に掲げる者１又は

法人税法施行令第３条第

１項第２号イからハまで

に掲げる一般社団法人又

は一般財団法人２のうち

から選定されているこ

と。 

 

２に掲げる者又は法人税法施行令

第３条第１項第２号イからハまで

に掲げる一般社団法人又は一般財

団法人のうちから選定されて明記

されているかを確認し、明記されて

いない場合には、定款の変更を求め

る。 

（４）法人の役員が原則

として営利を目的とする

法人と役員等を兼務して

いないこと 

 

・法人の役員が原則とし

て医療機関の開設・経

営上利害関係にある営

利法人等の役職員を兼

務していないこと。兼

務している場合は、平

成５年通知に従い、医

療機関の非営利性に影

響を与えることがない

もの等であること。 

・原則、法人と関係のあ

る特定の営利法人の役

員が理事長に就任した

り、役員として参画し

ていないこと。 

事業報告書 「役員」の備考欄において、兼務先

を確認し、当該医療機関の開設・経

営上利害関係にある営利法人等の

役職員と兼務している場合は、医療

機関の非営利性に影響を与えない

規模での取引であるか等について、

必要に応じて貸借対照表、損益計算

書、附属明細書、取引状況報告書、

監査報告書により確認する。 

貸借対照表 当該医療機関の開設・経営上利害関

係にある営利法人等の役職員と兼

務している場合は、注記の関係事業

者３に関する事項において取引状況

を参照し、医療機関の非営利性に影

響を与えない規模での取引である

かを確認する。 

損益計算書 事業規模に比して事業費用が過大

でないことを確認する。 

附属明細書 【有形固定資産明細表】 

医療機関経営とは無関係な著しく

高額な資産の取得があるかどうか

を確認する。 

【事業費用明細表】 



 

 

事業費用のうち委託費や支払手数

料等外部業者への支払費目のうち

財政規模に比して高額な費目がな

いことを確認する。 

取引状況報

告書 

当該医療機関の開設・経営上利害関

係にある営利法人等の役職員と兼

務している場合は、関係事業者３と

の取引の状況に関する報告書を参

照し、医療機関の非営利性に影響を

与えない規模での取引であるかを

確認する。 

監査報告書 各決算書類の内容を医療機関にお

ける非営利性の観点で監査できて

いることを確認する。 

（５）一社員一議決権で

あること。 

 

定款 社員の議決権についての例外規定

がないかを確認する。一社員一議決

権の例外が定められている場合に

は、定款の変更を求める。 

（備考） 

１ 医療法施行規則（抄） 

（残余財産の帰属すべき者となることができる者） 

第三十一条の二 法第四十四条第五項に規定する厚生労働省令で定めるものは、次のとお

りとする。 

一 公的医療機関の開設者又はこれに準ずる者として厚生労働大臣が認めるもの 

二 財団である医療法人又は社団である医療法人であつて持分の定めのないもの 

 

２ 法人税法施行令（抄） 

（非営利型法人の範囲） 

第三条 法第二条第九号の二イ（定義）に規定する政令で定める法人は、次の各号に掲げ

る要件の全てに該当する一般社団法人又は一般財団法人（清算中に当該各号に掲げる要

件の全てに該当することとなつたものを除く。）とする。 

一 （略） 

二 その定款に解散したときはその残余財産が国若しくは地方公共団体又は次に掲げる

者に帰属する旨の定めがあること。 

イ 公益社団法人又は公益財団法人 

ロ 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成十八年法律第四十九



 

 

号）第五条第二十号イからトまで（公益認定の基準）に掲げる法人 

ハ その残余財産が公益信託に関する法律（令和六年法律第三十号）第二条第一項第

一号（定義）に規定する公益信託の信託財産とされる場合における当該公益信託の

受託者 

三 （略） 

２～５ （略） 

 

３ 関係事業者は、医療法第 51条第１項の規定を準用し、理事長の配偶者がその代表者

であることその他の当該一般社団法人又はその役員と以下（１）に掲げる者が（２）

に掲げる取引を行う場合における当該関係がある者をいう。 

（１）次のいずれかに該当する者 

イ 当該一般社団法人の役員又はその近親者（配偶者又は二親等内の親族をいう。

ロ及びハにおいて同じ。） 

ロ 当該一般社団法人の役員又はその近親者が代表者である法人 

ハ 当該一般社団法人の役員又はその近親者が株主総会若しくは社員総会若しくは

評議員会又は取締役会若しくは理事会の議決権の過半数を占めている法人 

ニ 他の法人の役員が当該一般社団法人の社員総会若しくは評議員会又は理事会の

議決権の過半数を占めている場合における当該他の法人 

ホ ハの法人の役員が他の法人（当該一般社団法人を除く。）の株主総会若しくは

社員総会若しくは評議員会又は取締役会若しくは理事会の議決権の過半数を占め

ている場合における他の法人 

（２） 次のいずれかに該当する取引 

イ 事業収益又は事業費用の額が、一千万円以上であり、かつ当該一般社団法人の

当該会計年度における事業収益の総額（医業に係る事業収益、医業に関連する業

務に係る事業収益、当該事業以外の事業収益の総額）又は事業費用の総額（医業

に係る事業費用、医業に関連する業務に係る事業費用、当該事業以外の事業費用

の総額）の十パーセント以上を占める取引 

ロ 事業外収益又は事業外費用の額が、一千万円以上であり、かつ当該一般社団法

人の当該会計年度における事業外収益又は事業外費用の総額の十パーセント以上

を占める取引 

ハ 特別利益又は特別損失の額が一千万円以上である取引 

ニ 資産又は負債の総額が、当該一般社団法人の当該会計年度の末日における総資

産の一パーセント以上を占め、かつ一千万円を超える残高になる取引 

ホ 資金貸借並びに有形固定資産及び有価証券の売買その他の取引の総額が、一千

万円以上であり、かつ当該一般社団法人の当該会計年度の末日における総資産の

一パーセント以上を占める取引 



 

 

ヘ 事業の譲受又は譲渡の場合にあつては、資産又は負債の総額のいずれか大きい

額が、一千万円以上であり、かつ当該一般社団法人の当該会計年度の末日におけ

る総資産の一パーセント以上を占める取引 

 

３ 確認のポイントに基づく確認の実施時期について 

当該通知発出後に医療機関を開設する一般社団法人については、開設許可の

申請時から確認のポイントを踏まえて確認することとする。 

また、既に医療機関を開設している一般社団法人（新たに医療機関を開設す

る場合を除く。）については、以下のとおり、令和９年度から確認のポイント

を踏まえた確認を行うこととする。 

 ・改正政令及び改正省令により届出を義務づけた書類の確認は、令和９年度

（令和８年事業分の会計年度終了後３か月以内）に届け出られたものから

行う。 

 ・開設許可申請時の提出内容変更時における非営利性の確認は、令和９年４

月以降に届け出られたものから行う。 

 ・報告徴収・立入検査時の確認は、令和９年４月以降の立入検査から確認の

ポイントを踏まえた確認を行う。 

 ・令和９年度中に立入検査が行われず、変更届出も見込まれない医療機関に

対しては、令和９年度において、事業報告書、貸借対照表及び損益計算書

とあわせて確認のポイントに適合した定款等の提出を求めることとする。 

なお、医療法第 25条に基づく報告徴収・立入検査時には、事業報告書、貸

借対照表、損益計算書及び付属明細書に限らず、その他必要な書類（監査報

告書、関係事業者との取引の状況に関する報告書、財産目録、純資産変動計

算書等）について確認を行うことが可能である。 

 

４ 非営利性の確認と医療法に基づく医療機関への行政指導等の関係 

開設許可の申請において、非営利性の確認を行った結果、非営利性を満たさ

ないと解される場合、医療法第７条第７項に基づき、都道府県知事等は開設許

可を与えないことができる。 

また、毎年度の事業報告書等の確認や立入検査時の確認によって、非営利性

が徹底されていないと解される場合には、医療法第 24 条の２に基づき、都道

府県知事等は改善措置命令・業務停止命令ができ、当該命令に違反した場合は、

同法第 29 条第１項第４号に基づき開設許可の取り消し、又はその開設者に対

し、期間を定めて、その閉鎖を命ずることができる。 

 

第二 届出書類の様式等について 



 

 

１ 医療法施行令（昭和 23年政令第 326号。以下「令」という。）第４条の７の

計算書類（貸借対照表及び損益計算書）、事業報告並びに医療法施行規則（昭

和 23年厚生省令第 50号）第９条の２の５の附属明細書の記載事項について、

次の⑴から⑷までの様式を参考にされたい（⑷については、直近の会計年度に

係る貸借対照表の負債の部に計上した額の合計額が 50億円以上又は直近の会

計年度に係る損益計算書の事業収益の部に計上した額の合計額が 70億円以上

である一般社団法人が届出の対象となる。）。 

また、その他任意に追加的な提出を求める書類の様式についても、次の⑸の

とおり定めた。 

なお、一般社団法人において監査報告書を作成していた場合は、任意に追加

的な提出を求めることとする。 

⑴ 事業報告書                      様式１ 

⑵ 貸借対照表 

① 病院、介護老人保健施設又は介護医療院を開設する一般社団法人             

様式２－１ 

② 診療所のみを開設する一般社団法人         様式２－２ 

⑶ 損益計算書 

① 病院、介護老人保健施設又は介護医療院を開設する一般社団法人 

                           様式３－１ 

② 診療所のみを開設する一般社団法人         様式３－２ 

⑷ 附属明細書 

① 重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記 

様式４－１ 

② 有形固定資産等明細表                様式４－２ 

③ 引当金明細表                    様式４－３ 

④ 借入金等明細表                   様式４－４ 

⑤ 有価証券明細表                   様式４－５ 

⑥ 事業費用明細表                   様式４－６ 

⑸ その他の書類 

① 関係事業者との取引の状況に関する報告書      様式５－１ 

② 財産目録                     様式５－２ 

③ 純資産変動計算書                 様式５－３ 

  

２ 損益計算書について 

１⑶について、損益計算書の様式中「医業に関連する業務」とは、「医療法人

の附帯業務について」（平成 19 年３月 30 日付け医政第 0330053 号厚生労働省



 

 

医政局長通知）別表に掲げる附帯業務とする。 

 

３ 重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記について 

 一 継続事業の前提に関する注記について 

１⑷①について、継続事業の前提に関する注記は、当該一般社団法人の会計

年度の末日において、財務指標の悪化の傾向、重要な債務の不履行等財政破綻

の可能性その他将来にわたって事業を継続することの前提に重要な疑義を抱

かせる事象又は状況が存在する場合におけるその内容を記載する。 

 二 重要な偶発債務に関する注記について 

重要な偶発債務に関する注記は、債務の保証（債務の保証と同様の効果を有

するものを含む。）、重要な係争事件に係る賠償義務その他現実に発生していな

い事象で、将来において事業の負担となる可能性のあるものが発生した場合に

その内容を記載する。  

 三 重要な後発事象に関する注記について 

重要な後発事象に関する注記は、当該一般社団法人の会計年度の末日後、当

該一般社団法人の翌会計年度以降の財政状態又は損益の状況に重要な影響を

及ぼす事象が発生した場合にその内容を記載する。 

 四 関係事業者との取引について 

関係事業者との取引の状況に関する報告書の報告対象は、第一の２注釈３の

とおりとする。 

また、関係事業者との取引について、次に掲げる事項を関係事業者ごとに注

記しなければならない。 

① 当該関係事業者が法人の場合には、その名称、所在地、直近の会計期

末における総資産額及び事業の内容 

② 当該関係事業者が個人の場合には、その氏名及び職業 

③ 当該一般社団法人と関係事業者との関係 

④ 取引の内容 

⑤ 取引の種類別の取引金額 

⑥ 取引条件及び取引条件の決定方針 

⑦ 取引により発生した債権債務に係る主な科目別の期末残高 

⑧ 取引条件の変更があった場合には、その旨、変更の内容及び当該変更

が計算書類に与えている影響の内容 

ただし、関係事業者との間の取引のうち、次に定める取引については、上記

の注記を要しない。 

イ 一般競争入札による取引並びに預金利息及び配当金の受取りその

他取引の性格からみて取引条件が一般の取引と同様であることが明



 

 

白な取引 

ロ 役員に対する報酬、賞与及び退職慰労金の支払い 

五 その他一般社団法人の財務状態又は損益の状況を明らかにするために必

要な事項について 

  「その他一般社団法人の財務状態又は損益の状況を明らかにするために必

要な事項」の例は、以下のようなものがある。 

① 固定資産の償却年数又は残存価額の変更に重要性がある場合の影響額  

② 満期保有目的の債券に重要性がある場合の内訳並びに帳簿価額、時価及

び評価損益 

③ 原則法を適用した場合の、退職給付引当金の計算の前提とした退職給付

債務等の内容 

④ 繰延税金資産及び繰延税金負債に重要性がある場合の主な発生原因別内 

 訳 

⑤ 補助金等に重要性がある場合の内訳、交付者及び貸借対照表等への影響 

 額 

 

４ 事業費用明細表について 

１⑷⑥について、事業費用明細表は、以下のいずれかの内容とする。 

イ 中区分科目別に、損益計算書における費用区分に対応した医業に係る

事業の事業費用（本部を独立した会計としている場合には、事業費と本

部費に細分する。）、医業に関連する業務に係る事業費用及びその他事業

費用の金額を表記する。この場合に、中区分科目の細区分として形態別

分類を主として適宜分類した費目を合わせて記載することができる。 

ロ 損益計算書における事業費用の医業に係る事業、医業に関連する業務

及びその他事業の区分記載に関わらず、形態別分類を主として適宜分類

した費目別に法人全体の金額を表記する。この場合に、各費目を中区分

科目に括って合わせて記載することができる。 

なお、中区分科目は、売上原価（当該一般社団法人の開設する病院等の業務

に附随して行われる売店等及びその他事業のうち商品の仕入れ又は製品の製

造を伴う業務にかかるもの）、材料費、給与費、委託費、経費及びその他の費

用とする。  

 

５ 関係事業者との取引の状況に関する報告書について 

１⑸①について、関係事業者との取引の状況に関する報告書の報告対象は、

第一の２注釈３のとおりとする。 

 



 

 

６ 財産目録について 

１⑸②について、財産目録は、当該会計年度末現在におけるすべての資産

及び負債につき、価額及び必要な情報を表示するものとし、貸借対照表の区

分に準じて、資産の部と負債の部に分かち、更に資産の部を流動資産及び固

定資産に区分して、純資産の額を表示するものとする。 

また、財産目録の価額は、貸借対照表記載の価額と同一とする。 

 

７ 純資産変動計算書について 

１⑸③について、純資産変動計算書は、純資産の部の科目別に前期末残高、

当期変動額及び当期末残高を記載する。なお、当期変動額は、当期純利益、

拠出額、返還又は払戻額、振替額等原因別に表記する。 

 

第三 一般社団法人の非営利性の確認の実態調査の実施について 

 第一の確認のポイントに則った一般社団法人が開設する医療機関の非営利性

の確認については、令和９年度以降、その実態を把握するため調査を行う予定

であり、調査の内容等については追って通知することとするため、ご協力をお

願いしたい。 



【様式１】 

事  業  報  告  書 

（自 令和○○年○○月○○日 至 令和○○年○○月○○日） 

 

１ 一般社団法人の概要 

 (1) 名     称  一般社団法人○○○ 

 (2) 事務所の所在地  ○○県○○郡（市）○○町（村）○○番地 

             注）複数の事務所を有する場合は、主たる事務所と従たる事務所を記載

すること。 

 (3) 設立認可年月日  昭和・平成・令和○○年○○月○○日 

 (4) 設立登記年月日  昭和・平成・令和○○年○○月○○日 

 (5) 役員 

 氏   名 備          考 

代表理事 ○○ ○○  

理  事 ○○ ○○  

同 ○○ ○○ ○○病院管理者 

同 ○○ ○○ ○○診療所管理者 

同 ○○ ○○ 介護老人保健施設○○園管理者 

同 ○○ ○○ ○○介護医療院管理者 

同 ○○ ○○ 経営有識者（○○株式会社取締役） 

監  事 ○○ ○○  

同 ○○ ○○  

注） 備考欄に、当該法人の開設する病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院（指定管理

者として管理する病院等を含む。）の管理者であること、役員を兼務している営利企業の名称及

び当該兼務している役職を記載すること。 

 

 

２ 事業の概要 

 (1) 医業に係る業務（開設する病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院（指定管理者とし

て管理する病院等を含む。）の業務） 

種  

類 

施設の名称 施設の医療機関コード

又は介護事業所番号 

開  設  場  所 許可病床数 

病院 ○○病院 

 

○○○○○○○○○○ ○○県○○郡（市）○○

町（村） 

○○番地 

一般病床 ○

○○床 

療養病床 ○

○○床 

[ 医 療 保 険  

○○床] 

AABFG
テキストボックス
別紙



[介護保険 ○

○○床] 

精 神 病 床  

○○床 

感 染 症 病 床 

○○床 

結 核 病 床  

○○床 

診療所 ○○診療所 

【○○市（町、

村）から指定

管理者とし

て指定を受

けて管理】 

○○○○○○○○○○ ○○県○○郡（市）○○

町（村） 

○○番地 

一 般 病 床  

○○床 

療 養 病 床  

○○床 

[ 医 療 保 険  

○○床] 

[ 介 護 保 険  

○○床] 

介護老

人 

保健施

設 

○○園 ○○○○○○○○○○ ○○県○○郡（市）○○

町（村） 

○○番地 

入所定員 ○

○○名 

通 所 定 員  

○○名 

介護医

療院 

○○介護医療

院 

○○○○○○○○○○ ○○県○○郡（市）○○

町（村） 

○○番地 

入所定員 ○

○○名 

通 所 定 員  

○○名 

注）１．地方自治法第２４４条の２第３項に規定する指定管理者として管理する施設については、

その旨を施設の名称の下に【   】書で記載すること。 

２．療養病床に介護保険適用病床がある場合は、医療保険適用病床と介護保険適用病床のそれ

ぞれについて内訳を[   ]書で記載すること。 

３．介護老人保健施設又は介護医療院の許可病床数の欄は、入所定員及び通所定員を記載する

こと。 

 

 (2) 医業に関連する業務 

種類又は事業名 実  施  場  所 備     考 

訪問看護ステーション○○ ○○県○○郡（市）○○町（村） 

○○番地 

 

○○在宅介護支援センター 

【○○市（町、村）から委託を

受けて管理】 

○○県○○郡（市）○○町（村） 

○○番地 

 



注）１． 医療法第４２条各号に掲げる業務その他これに類する医業に関連する業務を記載すること。 

２. 地方公共団体から委託を受けて管理する施設については、その旨を施設の名称の下に

【   】書で記載すること。 

 

 (3) (1)・(2)以外の業務 

種     類 実  施  場  所 備     考 

駐車場業 ○○県○○郡（市）○○町（村） 

○○番地 

 

料理品小売業 ○○県○○郡（市）○○町（村） 

○○番地 

 

 

 (4) 当該会計年度内に社員総会又で議決又は同意した事項 

    令和○○年○○月○○日  令和○○年度決算の決定 

    令和○○年○○月○○日  定款の変更 

    令和○○年○○月○○日  社員の入社及び除名 

    令和○○年○○月○○日  理事、監事の選任、辞任の承認 

    令和○○年○○月○○日  令和○○年度の事業計画及び収支予算の決定 

         〃       令和○○年度の借入金額の最高限度額の決定 

         〃        

 (5) その他 

     注）当該会計年度内に行われた工事、医療機器の購入又はリース契約、診療科の新設又は

廃止等を記載する。（任意） 



【様式２－１（病院、介護老人保健施設又は介護医療院を開設する法人）】

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

 １ 有 形 固 定 資 産

その他の有形固定資産

 ２ 無 形 固 定 資 産

その他の無形固定資産

 ３ そ の 他 の 資 産

   　代　替　基　金

　　 ○ ○ 積 立 金

　　 繰越利益積立金

 (注) 　表中の科目について、不要な科目は削除しても差し支えないこと。また、別に表示することが適当で

　　　　あると認められるものについては、当該資産、負債及び純資産を示す名称を付した科目をもって、別に

　　　　掲記することを妨げないこと。

繰延ヘッジ損益

純 資 産 合 計

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

金　　　額

その他有価証券評価差額金

Ⅲ　評価・換算差額等

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

ソ フ ト ウ ェ ア

借 地 権

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

その他の流動負債

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

その他の固定負債

Ⅱ　積　　立　　金

未 払 消 費 税 等

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

繰 延 税 金 負 債

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

Ⅰ　流　動　資　産

た な 卸 資 産

現 金 及 び 預 金

　　　　　　　××× 未 払 金

事 業 未 収 金

有 価 証 券

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

資　産　合　計 　　　　　　　×××

有 価 証 券

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

　　　　　　　×××

役職員等長期貸付金

その他の固定資産

　　　　　　　×××

負債・純資産合計

　　　　　　　×××

純 資 産 の 部　　　　　　　×××

科　　　目

Ⅰ　基　　　　　金　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

未 払 法 人 税 等

　　　　　　　×××

Ⅰ　流　動　負　債

支 払 手 形

買 掛 金

負　債　合　計 　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

Ⅱ　固　定　負　債

長 期 借 入 金

　　　　　　　×××

資　産　の　部 負　債　の　部

短 期 借 入 金

金　　　額

　　　　　　　×××

科　　　目 科　　　目金　　　額

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

前 受 金

　　　　　　　×××

預 り 金

土 地

建 設 仮 勘 定

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

○ ○ 引 当 金

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

建 物

構 築 物 　　　　　　　×××

未 払 費 用

車 両 及 び 船 舶

その他の器械備品

前 払 費 用

医 療 用 器 械 備 品

　　　　　　　×××

前 受 収 益 　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

前 渡 金

その他の流動資産

Ⅱ　固　定　資　産

　　　　　　　×××

（令和　　年　　月　　日現在）

貸 借 対 照 表

○ ○ 引 当 金

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××



【様式２－２（診療所のみを開設する法人）】

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

 １ 有 形 固 定 資 産

 ２ 無 形 固 定 資 産

 ３ そ の 他 の 資 産

Ⅲ　評価・換算差額等

Ⅱ　積　　立　　金

     （うち代替基金）

純 資 産 合 計 　　　　　　　×××

Ⅰ　基　　　　　金

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　（×××）

資　産　合　計 　　　　　　　××× 　　　　　　　×××

Ⅰ　流　動　負　債

負　債　合　計 　　　　　　　×××

負債・純資産合計

純 資 産 の 部

科　　　目

　　　　　　　×××

金　　　額

　　　　　　　×××Ⅱ　固　定　資　産

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

資　産　の　部 負　債　の　部

金　　　額科　　　目 科　　　目金　　　額

Ⅰ　流　動　資　産

　　　　　　　×××

（令和　　年　　月　　日現在）

貸 借 対 照 表

　　　　　　　×××

Ⅱ　固　定　負　債　　　　　　　×××

　　　　　　　×××



【様式３－１（病院、介護老人保健施設又は介護医療院を開設する法人）】

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

Ⅰ　事　業　損　益

Ａ　医業に係る事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

(１)事　　業　　費

(２)本　　部　　費

医業に係る事業利益

Ｂ　医業に関連する業務に係る事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

医業に関連する業務に係る事業利益

Ｃ　Ａ・Ｂ以外の事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ａ・Ｂ以外の事業利益

Ⅱ　事 業 外 収 益

Ⅲ　事 業 外 費 用

Ⅳ　特　別　利　益

Ⅴ　特　別　損　失

 (注) １．利益がマイナスとなる場合には、「利益」を「損失」と表示すること。

　　　２．表中の科目について、不要な科目は削除しても差し支えないこと。また、別に表示することが適当で

　　　　あると認められるものについては、当該事業損益、事業外収益、事業外費用、特別利益及び特別損失を

　　　　示す名称を付した科目をもって、別に掲記することを妨げないこと。

　　３．医療に係る事業及び医療に関連する事業以外の事業を実施する者においては、上記Cについて、

　　　　実施するCの事業種別毎に区分して計上し、作成すること。

●●業に関連する業務

損 益 計 算 書

（自　令和　　年　　月　　日　　至　令和　　年　　月　　日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　額

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　××× 　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

事 業 利 益 　　　　　　　×××

受 取 利 息 　　　　　　　×××

その他の事業外収益 　　　　　　　××× 　　　　　　　×××

支 払 利 息 　　　　　　　×××

その他の事業外費用 　　　　　　　××× 　　　　　　　×××

経 常 利 益 　　　　　　　×××

固 定 資 産 売 却 益 　　　　　　　×××

その他の特別利益 　　　　　　　××× 　　　　　　　×××

固 定 資 産 売 却 損 　　　　　　　×××

その他の特別損失 　　　　　　　××× 　　　　　　　×××

税 引 前 当 期 純 利 益 　　　　　　　×××

当 期 純 利 益 　　　　　　　×××

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 　　　　　　　×××

法 人 税 等 調 整 額 　　　　　　　××× 　　　　　　　×××



【様式３－２（診療所のみを開設する法人）】

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

Ⅰ　事　業　損　益

Ａ　医業に係る事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

医業に係る事業利益

Ｂ　医業に関連する業務に係る事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

医業に関連する業務に係る事業利益

Ｃ　Ａ・Ｂ以外の事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ａ・Ｂ以外の事業利益

Ⅱ　事 業 外 収 益

Ⅲ　事 業 外 費 用

Ⅳ　特　別　利　益

Ⅴ　特　別　損　失

 (注) １．利益がマイナスとなる場合には、「利益」を「損失」と表示すること。

　　　２．表中の科目について、不要な科目は削除しても差し支えないこと。

　　　３．医療に係る事業及び医療に関連する事業以外の事業を実施する者においては、上記Cについて、

　　　　　実施するCの事業種別毎に区分して計上し、作成すること。

●●業に関連する業務

損 益 計 算 書

（自　令和　　年　　月　　日　　至　令和　　年　　月　　日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　額

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

事 業 利 益 　　　　　　　×××

法 人 税 等 　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

経 常 利 益 　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

当 期 純 利 益 　　　　　　　×××

税 引 前 当 期 純 利 益 　　　　　　　×××



重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記 
 
 
１ 継続事業の前提に関する事項 
 
 
 
２ 資産の評価基準及び評価方法 
 
 
 
３ 固定資産の減価償却の方法 
 
 
 
４ 引当金の計上基準 
 
 
 
５ 消費税及び地方消費税の会計処理の方法 
 
 
 
６ その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項 
 
 
 
７ 重要な会計方針を変更した旨等 
 
 
 
８ 資産及び負債のうち収益業務に関する事項・収益業務からの繰入金の状況に関す

る事項 
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９ 担保に供されている資産に関する事項 
 
 
 
１０ 関係事業者に関する事項 
（１）法人である関係事業者 

種

類 
名

称 
所 在

地 
総資産額

（千円） 
事業

内容 
関 係 事 業

者 と の 関

係 

取 引 の

内容 
取引金額

（千円） 
科

目 
期 末 残 高

（千円） 

          

 取引条件及び取引条件の決定方針等 
 
（２）個人である関係事業者 

種類 氏名 職業 関係事業者と

の関係 
取 引 の 内

容 
取引金額（千円） 科目 期 末 残 高

（千円） 
        

取引条件及び取引条件の決定方針等 
 
 
１１ 重要な偶発債務に関する事項 
 
 
 
１２ 重要な後発事象に関する事項 
 
 
 
１３ その他一般社団法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項 
 

 

 

（該当する事項がない項目については、項目の掲記を省略することができる。） 



号  

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

１．有形固定資産、無形固定資産及びその他の資産について、貸借対照表に掲げられている科目の区分により記載すること。

２．「前期末残高」、「当期増加額」、「当期減少額」及び「当期末残高」の欄は、当該資産の取得原価によって記載すること。

３．当期末残高から減価償却累計額又は償却累計額を控除した残高を、「差引当期末残高」の欄に記載すること。

　

　

そ
の
他
の
資
産

無
形
固
定
資
産

計

計

計

５．特別の法律の規定により資産の再評価が行われた場合その他特別の事由により取得原価の修正が行われた場合には、当該再評価差
  額等については、「当期増加額」又は「当期減少額」の欄に内書（括弧書）として記載し、その増減の事由を欄外に記載すること。

４．合併、贈与、災害による廃棄、滅失等の特殊な事由で増加若しくは減少があった場合又は同一の種類のものについて資産の総額の
  １％を超える額の増加は、その事由を欄外に記載すること。若しくは減少があった場合（ただし、建設仮勘定の減少のうち各資産科
　目への振替によるものは除く。）

６．有形固定資産又は無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下である場合又は有形固定資産及び無形固定資産の当該会計年度にお
  けるそれぞれの増加額及び減少額がいずれも当該会計年度末における有形固定資産又は無形固定資産の総額の５％以下である場合に
　は、有形固定資産又は無形固定資産に係る記載中「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の欄の記載を省略することが
　できる。なお、記載を省略した場合には、その旨注記すること。

有 形 固 定 資 産 等 明 細 表

資産の種類
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

当期償却額
差　　　引
当期末残高

有
形
固
定
資
産
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法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

１．前期末及び当期末貸借対照表に計上されている引当金について、設定目的ごとの科目の区分により記載す

　ること。

２．「当期減少額」の欄のうち「目的使用」の欄には、各引当金の設定目的である支出又は事実の発生があっ

　たことによる取崩額を記載すること。

３．「当期減少額」の欄のうち「その他」の欄には、目的使用以外の理由による減少額を記載し、減少の理由

　を注記すること。

引 当 金 明 細 表

区　　　　　分
前期末残高 当期増加額

当期減少額 当期減少額
当期末残高

（目的使用） （そ の 他）
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法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（千円） （千円） （％）

１．短期借入金、長期借入金（貸借対照表において流動負債として掲げられているものを含む。以下同じ。）

　及び金利の負担を伴うその他の負債（以下「その他の有利子負債」という。）について記載すること。

２．重要な借入金で無利息又は特別の条件による利率が約定されているものがある場合には、その内容を欄外

　に記載すること。

３．「その他の有利子負債」の欄は、その種類ごとにその内容を示したうえで記載すること。

４．「平均利率」の欄には、加重平均利率を記載すること。

５．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）及びその他の有利子負債については、貸借対照表日後

　５年内における１年ごとの返済予定額の総額を注記すること。

借 入 金 等 明 細 表

区　　　　　分
前 期 末 残 高 当 期 末 残 高 平均利率

返済期限

短期借入金 －

長期借入金（１年以内に
返済予定のものを除く。）

１年以内に返済予定の
長期借入金

－

合　　　　　計 － －

その他の有利子負債
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テキストボックス
【様式４－４】




法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１．貸借対照表の流動資産及びその他の資産に計上されている有価証券について記載すること。  

２．流動資産に計上した有価証券とその他の資産に計上した有価証券を区分し、さらに満期保有目的の債券及

　びその他有価証券に区分して記載すること。  

３．銘柄別による有価証券の貸借対照表価額が法人の純資産額の１％以下である場合には、当該有価証券に関

　する記載を省略することができる。 

４．「その他」の欄には有価証券の種類（金融商品取引法第２条第１項各号に掲げる種類をいう。）に区分し

　て記載すること。 

【債　券】

（千円） （千円）

【その他】

（千円）

有 価 証 券 明 細 表

銘　　　　　　　　　柄
券  面  総  額 貸借対照表価額

計

種　類　及　び　銘　柄  口 数 等
貸借対照表価額

計
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法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１．売上原価には、当該法人の開設する病院等の業務に附随して行われるもの（売店等）及び③の事業のうち

　商品の仕入れ又は製品の製造を伴う業務について記載すること。 

２．中区分科目には、それぞれ細区分を設け、売上原価については、商品（又は製品）期首たな卸高、当期商 

品仕入高（又は当期製品製造原価）、商品（又は製品）期末たな卸高を、材料費、給与費、委託費、経費及  

びその他の費用については、その内訳を示す費目を記載する様式によることもできる。 

３．その他の事業費用には、研修費のように材料費、給与費、委託費及び経費の二つ以上の中区分に係る複合 

費として整理した費目を記載する。 

① 医 業 に 係 る 事 業 費 用 ②医業に関
　連する業
　務に係る
　事業費用 

③  ①・②以
　外の事業　
　費用 

売上原価

計

その他の事業費用

経費

委託費

給与費

材料費

（単位：千円）

区　　　分
合　　　計

事 業 費 本 部 費 計

事　業　費　用　明　細　表
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【様式４－６】




法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事 業 費 用 明 細 表 

（自　令和　　年　　月　　日　　至　令和　　年　　月　　日） 

１．売上原価には、当該法人の開設する病院等の業務に附随して行われるもの（売店等）及び収益事業（医

　業及び医業に関連する業務を除く。）のうち商品の仕入れ又は製品の製造を伴う業務について記載するこ

　と。  

２．ⅠからⅥの中区分科目は、省略する様式によることもできる。 

３．その他の事業費用には、研修費のように材料費、給与費、委託費及び経費の二つ以上の中区分に係る複合 

費として整理した費目を記載する。 

（単位：千円）

Ⅰ　材料費

： ：

：

Ⅱ　給与費

給料

：

： ：

：

Ⅲ　委託費

検査委託費

：

： ：

：

Ⅳ　経費

減価償却費

：

： ：

：

Ⅴ　売上原価

商品（又は製品）期首たな卸高

当期商品仕入高（又は当期製品製造原価）

商品（又は製品）期末たな卸高

Ⅵ　その他の事業費用

研修費

：

： ：

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　××× 　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　××× 　　　　　　　×××

　　　　　　　××× 　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

事 業 費 用 計 　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　××× 　　　　　　　×××

　　　　　　　××× 　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　額

SKIFJ
線



様式５

【様式５－１】

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）法人である関係事業者

（２）個人である関係事業者

（注）複数の業務をまとめて同一の事業者に委託する場合等には、具体的な内容が分かるよう、委託する業務ごとに「取引の内容」「取引金額」欄を記載すること。

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

種類 名称

関係事業者との取引の状況に関する報告書

総資産額
（千円）

事業の内容
関係事業者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

期末残高
（千円）

所在地 科目

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

期末残高
（千円）

種類 氏名 職業 取引の内容
取引金額
（千円）

関係事業者
との関係

科目

AABFG
長方形

AABFG
長方形



【様式５－２】

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１．資　　　 産　　　 額 千円

２．負　　　 債　　　 額 千円

３．純　　資　　産　　額 千円

（内　　訳） （単位：千円）

Ａ　流　動　資　産

Ｂ　固　定　資　産

Ｃ　資　産　合　計 （Ａ＋Ｂ）

Ｄ　負　債　合　計

Ｅ　純　　資　　産 （Ｃ－Ｄ）

 (注) 財産目録の価額は、貸借対照表の価額と一致すること。

土地及び建物について、該当する欄の□を塗りつぶすこと。

土　　　　地 （□ 法人所有　□ 賃借　□ 部分的に法人所有(部分的に賃借)）

建　　　　物 （□ 法人所有　□ 賃借　□ 部分的に法人所有(部分的に賃借)）

（詳　　細）法人の関係者等からの借用物件の明細

　　　　　　　　　　×××

　　　　　　　　　　×××

財 産 目 録

（令和　　年　　月　　日現在）

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　　　　×××

金　　　額区　　　　　　　　　　分

貸主の氏名又は名称 物件名 地目、構造、規格等 面積数量 用途

借用年月日 借用期間 賃借料 特殊の関係 備考

貸主の氏名又は名称 物件名 地目、構造、規格等 面積数量 用途

借用年月日 借用期間 賃借料 特殊の関係 備考



【様式５－３】

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位:千円）

令和  年  月  日  残高

会計年度中の変動額合計

令和  年  月  日  残高

代替基金 ○ ○ 積 立 金 繰越利益積立金

××× ×××

××× ××× ×××

××× ×××

×××

××× ××× ××× ××× ×××

××× ××× ××× ××× ×××

・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・

××× ×××当期純利益 ×××

会計年度中の変動額

　　 ××× ××× ××× ×××

１．純資産の変動事由及び金額の掲載は、概ね貸借対照表における記載の順序によること。
２．評価・換算差額等は、科目ごとの記載に代えて評価・換算差額等の合計額を、前会計年度末残高、会計年度中の変動額及び会計年度末残高に区分して記載するこ
　とができる。この場合には、科目ごとのそれぞれの金額を注記すること。
３．積立金及び純資産の各合計欄の記載は省略することができる。

純 資 産 変 動 計 算 書

（自　令和　　年　　月　　日　　至　令和　　年　　月　　日）

基金
（又は出資金）

積立金 評　価　・　換　算　差　額　等
純資産合計

積立金合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損　　　益

評価・換算
差額等合計

××× ××× ××× ×××




